（別　紙）

答　　　　申
審査会の結論

北九州市長（以下「実施機関」という。）が、本件異議申立ての対象となった行政文書について、不開示決定した処分は妥当である。

第１　異議申立てに至る経過等

１　異議申立人は、平成１６年６月３日、北九州市情報公開条例（平成１３年北九州市条例第４２号。以下「条例」という。）第５条の規定に基づき、実施機関に対して次の行政文書の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。

　　「Ｈ１５年度　自閉症・発達障害支援センター事業実施報告書」
　２　実施機関は、本件請求に係る行政文書（以下「本件行政文書」という。）について、平成１６年６月１７日付で、行政文書の全部について開示を行わない旨の決定（平成１６年６月１７日付北九保地障第３２４号。以下「本件処分」という。）を行い、異議申立人に通知し、異議申立人は、当該行政文書不開示決定通知書を平成１６年６月１８日に受領した。

　３　異議申立人は、平成１６年６月１９日、本件処分を不服として、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定により実施機関に対し異議申立てを行った。

　
第２　異議申立人の主張要旨

　１　異議申立ての趣旨

　　　異議申立ての趣旨は、本件処分の取り消しを求めるというものである。

　２　異議申立ての理由

　　　異議申立人が、異議申立書及び意見書で主張している異議申立ての主たる理由は、次のように要約される。

（１）行政文書を作成していない理由が記載されていない。
（２）平成１４年９月１０日付障障発0910001号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知「「自閉症・発達障害支援センター運営事業の実施について」の取扱いについて」（以下「厚生労働省通知」という。）で、都道府県等は、厚生労働省に、実施状況を翌年度４月末日までに報告することになっている。しかし、北九州市は、事務上の錯誤のため、期日までに平成１５年度自閉症・発達障害支援センター事業実施状況報告書（以下「実施状況報告書」という。）を作成していない。北九州市は、錯誤が発生した原因及び錯誤の内容を開示請求者に対して説明する義務がある。
　　　
（３）今回発生した錯誤は、システム的な錯誤であるので、情報公開制度の中で文書不存在処分が正当化されるためには、瑕疵の在るシステムの改善の方策が不開示理由説明書の中で示さなければならない。
（４）異議申立人は7箇所から実施状況報告書を入手したが、横浜市を除けば、ほぼ、全面公開である。情報提供できる内容の文書であるにもかかわらず、北九州市は、異議申立人に対して実施状況報告書の情報提供をしていない。
ある期限までに実施状況報告書を入手するという開示請求者の権利が満た
されていないということに、北九州市は敏感であってもいいのではないか。
（５）不開示の理由に、錯誤による文書不存在を挙げている事例は極めて少ないと思われる。文書作成義務違反をした当事者が、文書不存在の正当性を主張して行政文書不存在の行政処分をしている事例は今までなかったように思われる。情報公開制度は、行政機関の文書作成義務違反を想定していない。
（６）北九州市は、開示請求日時点では、実施状況報告書は完成していないと主張している。そうであれば、作成したところまでを、開示請求に係る対象文書として特定することも可能である。開示請求した日において、行政文書の存否の判断をしているので、厚生労働省の指導があって即座に文書作成に着手したのであれば、文書は存在することになる。完成したかどうかは問わない形式で文書特定をし、開示決定をすればよい。完成した実施状況報告書でなければならないとした北九州市の判断に誤りがある。
　（７）以上のとおり、本件処分は、文書作成義務違反に起因する処分で、条例に規定にない処分をしており、取り消しを求める。開示請求日現在までに作成された実施状況報告書の開示を求める。
　　　　

第３　異議申立てに対する実施機関の説明要旨

　　実施機関が理由説明書及び意見聴取等において主張している内容は、概略次のとおりである。

１　本件請求に対して、条例に基づき、本件行政文書を保有していないため開示しないこととしたものである。
２　本件行政文書は、厚生労働省通知で様式を定められた実施状況報告書である。
３　厚生労働省通知によれば、平成16年４月末日までに、本件行政文書を作成し、厚生労働大臣あて報告することが定められているが、事務処理上の錯誤のため同期日までに報告を行っていなかった。
４　平成１６年５月３１日に厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課からの指導により、本件行政文書が未報告であることが判明し、作成を開始した。平成１６年６月２１日に本件行政文書の作成が完了し、同日、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長宛に送付した。
５　したがって、本件行政文書は、異議申立人が行政文書の開示の請求を行った平成１６年６月３日時点では、作成をしていない。
　　条例第５条の規定により、本件行政文書を保有しているか否かは、行政文書の開示を請求した日をもって判断すると解釈される。
よって、本件行政文書を作成しておらず、保有していないときに該当する。
６　以上のとおり、本件処分は条例の規定に合致しており、本件異議申立ては理由がないものと考える。
第４　審査会の判断

当審査会は、異議申立ての対象となった本件行政文書を具体的に検討した結果、以下のように判断する。

１  本件行政文書の概要等
本件行政文書は、厚生労働省通知で様式を定められた実施状況報告書である。

　実施状況報告書は、平成１６年４月末日までに、実施機関が厚生労働省に
報告することとされていた。

２　本件行政文書の保有について
　　　異議申立人は、実施状況報告書は完成していないにしても、開示請求時点
までに作成されていた実施状況報告書の開示を求めると主張する。

これに対し、実施機関は、平成１６年５月３１日に厚生労働省からの指導
により本件行政文書が未報告であることが判明し、自閉症・発達障害支援セ
ンターに至急定められた様式で書類を作成するように指導を行い、平成１６年６月１８日に実施機関に提出され、平成１６年６月２１日に本件行政文書の作成が完了し、厚生労働省に送付をした。このため、開示請求時点である平成１６年６月３日には、自閉症・発達障害支援センターにおいて報告するための書類を作成中であった。したがって、開示請求時点において、実施機関は本件行政文書を作成しておらず、保有していないと説明する。

　条例第５条は、「何人も、この条例の定めるところにより、実施機関に対
し、当該実施機関の保有する行政文書の開示を請求することができる。」と
定めている。

　本件行政文書は、通知に基づき作成し、報告書として提出されるものであ
るため、作成しているのにあえて作成していないと主張すべき必要性は認め
られず、開示請求時点では、本件行政文書を作成していないとする実施機関
の説明に特段不自然不合理な点は認められない。

　したがって、開示請求時点においては、いまだ自閉症・発達障害支援セン
ターが実施機関の指導に基づき書類を作成している段階にとどまっている
ため、本件行政文書を作成しておらず、保有していないとの実施機関の説明
は是認し得る。

３　異議申立人のその他の主張について

（１）異議申立人は、行政文書を作成していない理由が記載されていないと主張する。

　　　　条例第１１条第３項は、「実施機関は、前２項の規定により開示請求に係る行政文書の全部又は一部を開示しないときは、開示請求者に対し、当該各項に規定する書面によりその理由を示さなければならない。」と定めている。
決定する際には、請求者の便宜のためにできる限り具体的に不開示理由を記載することが望ましい。本件行政文書については、本来なら開示請求時点では作成済みであるべき文書であることから単に「作成していない」との理由だけでなく、文書を作成していない具体的な事情の説明を記載すべきであったと考える。
（２）また、異議申立人は、文書不存在が正当化されるためには、瑕疵の在るシステムの改善の方策が不開示理由説明書の中で示さなければならないと主張する。
条例の規定は、不開示理由の提示が必要であることを定めているものであり、仮にあったとしてもシステムの改善方策の詳細な説明までも求めているとは解せられず、異議申立人の主張は認められない。

　　
（３）異議申立人は、その他種々主張しているが、当審査会の判断を左右するものではない。

４　結論

　　　以上のことから、当審査会は、実施機関の本件処分において、冒頭の「審査会の結論」のとおり判断した。
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